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 日本の司書教諭資格付与については、学校図書館法第 5 条第 4 項の規定に基づき、学校図
書館司書教諭講習規程が定められている。講習受講資格は、小、中、高校、若しくは特別支
援学校の教諭の免許状を有する者又は大学に 2 年以上在学する学生で、62 単位以上を習得

















































































主たる教材 特 徴 教育課程 
通信教育 郵便 印刷教材 郵送による教材配布とレポートなどを送付 
通信課程 

















非同期双方向型 ICT デジタル教材 











* 「大学設置基準」、「通信教育設置基準」では「メディア授業」という語句が e ラーニングの代わりに使われている。 
 
2.2 大学通信教育の制度概要と現状 



















2.3 e ラーニングの制度概要と現状 
1997 年大学設置基準の改正によって「遠隔授業」が制度化され、続いて 2001 年の大学
設置基準の改正を経て、インターネットを利用した非同期双方向の授業が単位化されたこと
によって、e ラーニングという新しい教育形態が注目された。しかし、この新しい教育形態















「2019 大学通信教育ガイド 大学・短大編」によれば、2019 年度にメディア授業の実施




















































 遠隔教育による司書教諭資格付与を行っている大学は、現在通信課程 12 大学（大学短期
大学部 1 大学を含む）と 26)、放送型の１大学を加えると 13 大学である。通学、通信課程を





ら 2005 年度の司書教諭資格取得者数 90 名以上の通信課程を設置している大学を 4 大学選
んだ。これらの 4 大学はいずれも印刷教材を主として通信教育を実施している。このほかに
放送型の大学を加えて調査対象を 5 大学とした。 
e ラーニング実施大学については、まず司書教諭科目を開講している大学のホームページ
を確認し、その中から e ラーニングの非同期双方向型で開講している通学制の大学を 2 大学、
通信制で e ラーニング非同期双方向型＋印刷教材で資格取得が可能な大学を 1 大学選び調査









A B C D E F G H 
調査年月 2016.9 2016.7 2016.7 2016.11 2016.1 2016.7 2016.8 2016.8 
在籍者数 
（2016年度） 
25 51 206 35 931 26 50 257 
資格取得 
者数*  
92 100 110 118 ― ― ― ― 
通信教育課
程設置年** 

















































































































* 『日本の図書館情報学 2005』より転載。 
** 日本大学『今後の「大学像」の在り方に関する調査研究―メディアを利用して行う授業・通信教育の在り方―』（平成 17・18 年度文部科学省
「先導的大学改革推進委託」調査研究報告書）より転載。但し、E 大学は大学 HP より転載。 
*** 科目等履修料以外は 2019 年度募集要項による参考値 選考料 20,000 円、登録料 15,000 円、学修料 8,000 円、学生会費 2,000 円。 
**** 2019 年度募集要項による参考値 
 
4.3 調査時期及び調査方法 














表 2 にみるように、5 大学の在籍者数は大きなバラつきがある。これは課程の規模の違い
によるものであろうが、受講料が大学によりかなり違うことも関係していると考えられる。
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それは大学の選択において「価格の低廉さ」に関心が高いという調査結果30)からも推測でき
る。最近の在籍者数の傾向は、ほぼ変わらない大学が 3 大学、受講生が 10 年ぐらい前から
減少している大学が 2 大学あった。減少の理由として教員免許を取得した上での司書教諭資
格取得となるため、履修単位の増加による受講生の負担が大きいことが考えられるという




授業は従来の印刷教材中心が 4 大学、放送教材が 1 大学であった。大学で教材を独自に作























レポートの送付は、A,D,E 大学が郵送による方法、B,C 大学では郵送または Web 提出に
よる方法を認めていた。5 大学の科目試験の方法は、大学か全国に設置される会場での実施
であったが、その中で C 大学は科目試験のみ Web 上、同期で受験が可能であった。スクー
リング科目は対面試験を実施していた。成績評価の方法は、科目試験のみ、レポートと科目
試験の両方、レポ－トのみの 3 つの評価方法があった。採点者は教科担当者のみ、教科担当





































などをすべて e ラーニングで可能という、テキスト＋e ラーニング型であった。G,H 大学は
通学制で、e ラーニングと対面授業の両方を合わせたブレンディッドラーニング（以後、ブ
レンド型という）であり、G 大学は 4 科目を、H 大学は調査時点では 3 科目を e ラーニング
で開講していた。F 大学では、まずテキストをもとに学習し、インターネットによってレポ
ートを 1 科目に付き 2 回提出する授業内容であり、授業自体はテキストの読解をベースに進
められていた。 
ブレンド型の G 大学では、授業 15 回分のコンテンツを順番に視聴し、１回分の視聴が終
わると小テスト（確認テスト）を受けて、次の回に進み、すべて終わると対面試験を受ける
形であった。その中でシステムを介した「ディスカッション」が 1 科目だけ実施されていた。
「自分の意見を 5 回提示し、他の意見に対して 3 回リアクションする」というルールで、タ
イムラグはあるものの、双方向のコミュニケーションが実現でき学生の評判もよいとのこと
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H 大学も G 大学と類似のブレンド型で、講師がカメラの前でパワーポイントを使いながら




























































































































挙げている。e ラーニングで先行している米国の研究においても、Oguz ら   40)や Bray ら41)が
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